
第 3章 結核対策の目標 と取 り組み

島根県における結核対策は、罹患率の低下、治療期間の短縮、患者情報把握の改善などのか

たちで一定の成果を上げています。しかし、定期の健康診断受診率の低下、予防接種率の更な

る向上など、これからの対策を考える上で重要な課題も残されています。

結核対策の目標を設定するにあたり、大きな目標として平成 21年における結核罹患率を人

口10万人あたり15.0と します。この日標は、平成 17年現在の罹患率低下のペースとt
高齢化の進展を併せて考慮した目標ですが、これを達成するために、平成 12年度から取り組

んできた「島根県結核対策行動指針」の成果と、平成 17年に策定した「島根県結核予防計画」
の取り組みを踏まえ、結核対策の基本方針 (10本柱)について、それぞれの目標を設定しま

す。

指標
現状 目標

平成 15年 平成 18年 平成 21年

全結核罹患率 (人口10万本社 19.9 1 7.  5 15. 0

第 1 接触者健康診断の徹底
1 背景
結核既感染者が減少し、感受性者 (未感染者)が増えている中、結核集団感染や院内 (施

設内)感染の事例は依然として発生しています。このような状況で、接触者健康診断は結核

感染源の特定や二次感染者の発見、感染拡大の防止などを行 うために重要性が増 しています。

このため、結核発生届を受理した保健所は早急に患者や家族・関係者
への調査を行い、接触

者に対する接触者健康診断の計画を立て、確実に実施する必要があります。

2 日標
(1)保健所は、接触者健康診断の受診率を100%と します。
ア 医師による結核発生届は診断後直ちに行 うこととされていますが、迅速な対応を取る
ために、届出期限遵守を励行 します。

イ 結核発生届受理後の初回対応について 2週間以内に 100%行 い、接触者健康診断の

対象者を適切に設定します。

(2)結核感染の有無を診断できるインターフェロンγ測定法により、接触者の結核感染を的
確に把握します。

3 達成指標

指標
現状 (保健所毎) 目標

平成 15年 平成 18年 平成 21年

接触者健康診断の受診率 84.2-100% 96.1-100°/O 100%

結核発生届受理後の 2週間以内の初回対応 98. 5% 100%

○インターフェロンγ測定法 :

ツベルクリン反応検査は結核感染の有無を判定するために長年利用されてきました。しかし、日本のよ

うにBCG接 種率が高い地域においては、ツベルクリン反応検査の結果が結核菌感染によるものか、BC

G接種によるものか判断が難しい為、結核菌感染をより確実に判断する方法として開発されました。
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第 2 早期発見の推進
1 背景
結核を早期に診断し、早期に適切な治療を行うことは、患者の予後にとっても、感染拡大

防止の側面からも非常に重要です。結核既感染者が減少し、定期の健康診断が見直された中

で、咳や痰などの呼吸器症状が長く続いた場合には、結核も考えて医療機関を受診できるこ

とが大切です。また、医療機関では適切に結核を診断し、治療につなげられることが重要で

す。

島根県では発見の遅れは少ない傾向にありますが、県民に対して引き続き啓発を行 うとと

もに、医療機関に対しても研修会などを通 じて情報提供を行 う必要があります。   .

2 目標
県全体で、発病から登録までの期間が 3ヶ 月以上の割合を 10%以 下とします。
ア 受診の遅れ (発病から医療機関初診までの期間が lヶ 月以上)を 10%以 下とするた
め、県及び保健所は、市町村等との連携を取 りながら、様々な機会を捉えて有症状者が

早期に受診するための知識の啓発を行います。

・結核予防週間 (9月 24日 から30日 )における啓発活動
・住民健康診断時の啓発

・老人保健福祉施設および学校等への学習会等での啓発

イ 診断の遅れ (初診から登録までの期間が lヶ 月以上)を 10%以 下とするため、県及
び保健所は、医師の診断技術を更に向上させるために、結核に関する情報を継続 して提

供し、次のような研修会を開催します。

・画像の読影力の向上、喀痰検査の普及等を目的とした研修会

・感染症診査協議会結核部会、感染症診査協議会結核部会合同会議等を利用 した事例

検討会

ウ 発病から登録までの期間が 3ヶ月を超えた症例が生じた場合は、保健所が実態調査を
行い、早期発見を促進するための資料 とします。

3 達成指標

指標
現状 目標

平成 15年 平成 18年 平成 21年

発病か ら登録までの期間が 3ヶ 月以上の割合 14. 3% 8.0% 10%以下

第 3 適正医療の普及
1 背景
結核医療は近年めざましく発展しており、抗結核薬 4剤 を併用する標準化学療法が普及し

て、治療期間も大幅に短縮されました。島根県は全国でも治療期間が最も短い地域の一つと

なっています。今後も適切な医療を維持することで結核患者を確実に治癒させ、治療期間を

短縮し、薬剤耐性結核菌の出現を防止することが必要です。

2 日標
県及び保健所は、医療機関と協力しながら、標準化学療法の処方割合の向上を通 して、治

療機関の短縮を目指します。

ア 新登録肺結核塗抹陽性患者初回治療時の標準化学療法 (PZAを 含む 4剤 )処方割合
を 70%以 上とします。
イ 肺結核患者の平均入院期間については 2.5ヶ 月以内を維持します。
ウ 全結核患者の平均治療期間は 9ヶ 月以内を維持します。
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3 達成指標

指標
現状 目標

平成 15年 平成 18年 平成 21年

初回治療時の標準化学療法処方割合 55.17% 64.00% 70%以上
肺結核患者の平均入院期間 2.48ヶ 月 2.77ヶ 月 2.5ヶ 月以内を維持

全結核患者の平均治療期間 8.16ヶ 月 6.88ヶ 月 9ヶ 月以内を維持

第 4 患者管理の徹底
1 背景
結核医療に携わる医療機関及び行政は、潜在性結核感染症を含む結核患者が適切な医療を

受けること、また 1日 も早く社会復帰できるよう指導援助すると共に、結核の再発を減 らす

ために患者の服薬管理を徹底することとします。また、患者の高齢化が進んでいるため、患

者の自己管理が困難なことや、結核以外の疾患の治療も必要な患者が増加 していることから、

患者の服薬が継続できる仕組み作りが必要です。

結核を治療する最大の決め手は規則的な服薬であることから、県及び保健所は地域DOT
Sを推進 して患者の服薬状況確認を徹底 し、効果的な治療が行われるよう支援します。

2 日標
(1)地域DOTSを 推進し、患者の服薬管理を通して治療を支援 します。
ア 患者の治療期間中における服薬状況を確認 し、治療終了まで継続 して確実な服薬が行
われるよう支援を行います。そのために医療機関と保健所の連携を強化 します。

イ 医療機関での入院患者に対する病院DOTSの 実施を推進し、すべての患者に実施 さ
れるようにします。

ウ 保健所と医療機関は、退院前のDOTSカ ンファレンスをすべての結核患者に実施 し、
患者の状況に合わせた地域DOTSが 実行できるようにします。
工 県及び保健所は、DOTSに 関する講習会等を開催 して、結核病棟を持たない結核指
定医療機関に対しても地域DOTSに 協力を求めます。

(2)県全体でく新規登録喀痰塗抹陽性肺結核患者の初回治療成功割合を80%以 上とします。
また治療失敗、脱落割合を 5%以下とします。
ア 保健所は、地域DOTSの 推進に加え、適正な医療が行われていることを確認するた
め、菌検査結果 (培養、薬剤耐性結果)等の情報収集を医療機関の協力を得て行います。

イ 病状不明者がないよう、治療終了後も保健師による訪間、電話連絡を行い、感染症法
第 53条の 13の規定に基づく精密検査などにより患者の状況を把握 します。

3 達成指標

指標
現状 日標

平成 15年 平成 18年 平成 21年

入院患者に対する病院DOTSの 実施 100% 100%

退院前のDOTSカ ンファレンスの実施 100% 100%

新規登録喀痰塗抹陽性肺結核患者の初回治療成功割合 68.57% 66.00% 80%

新規登録喀痰塗抹陽性肺結核患者の治療失敗、脱落割合 5.71% 8.00% 5%以下

|:弩卜 糧蹴 聯%螺師 艇躍 卍霧 驚隻羅曇を機 蕊蒻 築驚墨駆 |

: てDOTSという呼称を用います。
              :ま って患者の服薬状況や退院後の生活環境等を考慮して、ど |

I DOTSカ ンファレンスとは、主治医や担当看護師、保健師等が集
1 のような服薬支援が必要かを検討する会議です。                                  リ
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第 5 院内感染・施設内感染対策
1 背景
近年、医療機関や施設における結核集団感染が全国的に増加 しています。院内 Ъ施設内で
結核患者の発生があった場合に、適切な対応が取られないと多数の感染者を生じるなど多大
な影響を及ぼすおそれがあります。島根県ではこのところ集団感染事例は生じていませんが、
多数の人が集まり長時間を過ごす医療機関・施設において予防や早期発見について特に注意
し、日常の備えをしておくことが必要です。

2 目標
(1)県及び保健所は、医療機関・施設での二次感染を最小限にとどめるよう次の対策を行い
ます。

ア 職員の定期検診受診率を高めるよう、医療機関の立ち入 り検査の機会などを捉えて指
導します。

イ 職員採用時の健康診断の実施及び適切な情報管理を行うよう指導します。
ウ 院内・施設内感染対策委員会における結核対策を充実するよう指導します。
工 施設において結核を含めた感染症対策の責任者を設置するよう指導します。
(2)県及び保健所は、医療機関及び施設 と協力して患者の早期発見対策を行います。
ア 施設入所者の定期の健康診断受診率を95%以 上とします。受診の利便性向上のため
に島根県環境保健公社が導入した、寝たきり者対応レン トゲン車等を活用します。
イ 施設入所者等で結核が疑われる場合に速やかに嘱託医や保健所に相談できるよう、連
携体制を構築します。

3 達成指標

指標
現状 目標

平成 15年 平成 18年 平成 21年
施設入所者の定期の健康診断受診率 95.7% 95%以上

第 6 定期の健康診断・予防接種
1 背景
定期の健康診断は結核を発病した患者を早い時期に発見するために重要です。 65歳以上
の高齢者や、ハイリスク・デインジャー層など対象者に対して確実に健康診断を行 うことが

結核のまん延を防止する基本となります。 しかし、島根県における現在の定期の健康診断受
診率は、地域差が見られる状態です。
また、予防接種 (BCG)は 結核予防法の一部改正後、平成 17年度からツベルクリン反
応を行わずに生後 6ヶ月まで (状況によつては 1歳まで)の 1回接種となりました。 BCG
接種は小児結核の重症化防止に有効であり、接種率を高めること、また接種技術を高めるこ
とが重要です。

2 目標
(1)県は、定期の健康診断の実施主体と協力 して、定期の健康診断受診率の向上を図ります。
ア 市町村の実施する、 65歳以上を対象とした定期の健康診断受診率を80%以 上とし
ます。

イ 職域の定期の健康診断では、結核健診対象者の定期の健康診断受診率を 95%以 上と
します。

ウ 定期の健康診断で要精密検査となつた方の精密検査受診率を 100%と します。
(2)県は、市町村と協力して、生後 6ヶ 月までのBCG接 種率を 90%以 上、 1歳時点で 9
5%以上とします。またBCG接 種技術の向上を図ります。
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ア 市町村は、広報誌、出生届出時、 3ヶ月検診時などの機会を提えて、BCG定 期接種
の趣旨の周知を図ります。

イ 県及び保健所は、接種率の低い市町村に対しては重点的に働きかけを行います。
ウ 県及び保健所は、医師会及び病院の医師、特にBCG接 種を行 う医師に対 して技術研
修会を定期的に行います。また針痕数調査を医師会及び市町村と協力して必要に応じて

実施 し、接種技術の評価を行い、接種者に還元 してその技術向上を助けます。

工 保健所は、BCG接 種後に見られたコッホ現象を確実に把握出来るよう市町村と連携
し、報告があつた場合は結核感染源の調査につなげます。

第 7 関係機関 との連携
1 背景
結核患者の管理や接触者健康診断の確実な実施には、医療機関や学校、市町村等との連携

が欠かせません。患者が発生した後の対応だけにとどまらず、患者が発生する前の連携体制

の構築が必要です。

2 日標
(1)県及び保健所は、医師会と協力 して結核に関する講習会等を開催 し、情報提供に努めま
す。

(2)保健所は、医療機関との間で、患者・接触者に関する情報交換を円滑に行い、結核対策
の強化を図 ります。

(3)保健所は、学校・教育機関との連携強化を図ります。
ア 保健所は結核対策委員会に参加 し、学校における結核対策に協力します。
イ 学校での結核発生があった場合は、保健所は学校・市町村・教育委員会・教育事務所
などと連携 し、十分に情報交換を行います。また、保健所は感染拡大防止、発病者の早

期発見、確実な治療の実施などで専門性を発揮 し、中心的な役割を担います。

(4)保健所は、市町村との連携強化を図ります。
ア 定期の健康診断の受診率の向上を図ります。
イ BCG接 種率の向上、接種技術の向上に努めます。
(5)県及び保健所は、他都道府県および市町村と連携 し、接触者健康診断の実施や患者の移
動に伴 う治療の継続などが確実に行われるよう努めます。

第 8 結核発生動向調査の精度向上

3 達成指標

指標
現状 目標

平成 17年度 平成 18年度 平成 21年度

65歳以上を対象とした定期の健康診断受診率 89. 8% 84. 7% 80%

職域の定期の健康診断受診率 95.4% 95.7% 95%
定期の健康診断で要精密検査となった方の精密検査受診率 68. 5% 100%

BCG接 種率
生後 6月 時点 88.0% 83.2% 90%
1歳時点 93. 9% 93. 9% 95%

※実績は、市町村並びに各対象機関からの報告に基づき各保建所が集計したもの
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。 1 背景
結核患者の情報を収集・分析することで、結核対策の立案・評価を行 うために、結核発生
動向調査は重要です。調査の精度を維持・向上させるためには十分な情報収集と、結核発生
動向調査への適切な入力が必要です。島根県は現在のところ結核発生動向調査については、
病状不明割合も低く、全国的に見ても精度は良好といえますが、今後もこの状態を維持して
いく必要があります。

2 目標
(1)保健所は、結核発生動向調査について情報収集及び適切な入力に努めます。
ア 喀痰塗抹陽性患者の初回治療コホー ト対象者で情報不明割合は0%を維持します。
イ 年末時点における登録患者の病状不明の割合を3%以下とします。
(2)県 は、発生動向調査担当者の研修を行い、入力の精度を維持 します。

3 達成指標

指標
現状 目標

平成 15年 平成 18年 平成 21年

喀痰塗抹陽性患者の初回治療コホート対象者で情報不明割合 0% 0% 0%
年末時点における登録患者の病状不明の割合 1.22% 5.97% 3%以下

第 9 人材の育成
1 背景
結核患者のほとんどが医療機関の受診で発見されている一方で、結核に関する知見を十分
に有する医師が少なくなっている現状を踏まえ、結核の早期の確実な診断のために、結核の

予防、治療に関わる人材の育成を行います。

2 日標
結核の予防、治療に関わる人材の育成を行います。
ア 専門機関等が開催する結核に関する研修会に保健所等の職員を積極的に派遣 します。
イ 結核に関する講習会等を開催し、保健所等の職員に対する研修の充実を図ります。
ウ 医師会と協力して、医師に対する研修会等を行います。

第 10 人権の尊重
1 背景
結核の治療には、病状によって入院治療が必要になること、また治療終了まで長時間を要
することから、医療機関及び保健所は患者の人権を尊重した対応をとる必要があります。結
核の予防および患者の人権の尊重を両立させるためには、全ての県民は患者の個人の意思や
人権を尊重し、一人一人が安心して社会生活を続けながら良質かつ適切な医療を受けられる
ような環境の整備に努める必要があります。

2 目標
県は、患者の個人情報が十分保護 され、患者の自己決定を尊重 した医療が提供されるなど、
患者の人権が尊重される社会を実現できるよう努めます。
ア 保健所は、患者情報の収集、利用にあたって個人情報の保護に努めます。
イ 県は、結核に関する情報を県民に公表すると共に、正しい知識の普及啓発に努め、結
核に対する偏見や患者への差別の解消を図ります。

ウ 県及び保健所は、医療機関に対して、患者に充分な情報を提供し、説明と同意に基づ
いた医療が行われるように求めます。
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工 県及び保健所は、結核対策の実施にあたつては関係法令等に従い、患者の人権を尊重
した対応をとります。
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結核対策の目標一覧図

結核罹患率 19。 9→ 15。 0.(人口10万対)

接触者健康診断の徹底 早期発見の推進
接触者健診受診率 100%

2週間以内の患者対応 100%
> 対象者の確実な把握

□ 発見の遅れ 10%以下

□ 受診の遅れ 10%以下

> 結核知識の啓発
□ 診断の遅れ 10%以下

> 医師に対する研修など情報提供
適正医療の普及

標準化学療法(4剤 )処方 70%以上

肺結核患者の平均入院期間 2.5ヶ 月

全結核患者の平均治療期間8ヶ 月

□

□

□
院内感染・施設内感染防止

二次感染防止対策の推進

> 職員の定期健診受診勧奨
> 職員採用時の健康診断実施
> 院内感染対策の充実
入院・入所者の結核早期診断

入所者の定期健診受診率 95%

> 患者発生時の連携体制構築

患者管理の徹底

□ 地域 DOTSの推進
国 入院中の DOTSの実施 100%

□ 退院前DOTSカ ンファレンスの実施 100%

□ 新規登録喀痰塗抹陽性肺結核患者の

初回治療成功割合 80%

□ 新規登録喀痰塗抹陽性肺結核患者の

治療失敗、脱落割合 5%以下
定期の健康診断・予防接種

□ 65歳以上の定期の健診受診率 80%
□ 職域の定期の健診受診率 95%

□ 精密検査受診率 100%

□ BCG接種率 :生後6月時点90%。 1歳時点95%
> 接種技術の向上
> コッホ現象の確実な把握

結核発生動向調査の精度向上

□ 喀痰塗抹陽性患者の初回治療コホー

ト対象者で情報不明割合 0%
□ 年末時点における登録患者の病状不

明の割合 3%以下
□ 発生動向調査担当者の研修 (県と保健所による)関係機関との

□ 医師会

> 講習会及び情報提供
□ 医療機関

> 情報交換の円滑化
□ 学校

> 連携強化し、保健所は患者発生
時の対策に中心的役割を担 う

□ 市町村

> 定期の健康診断受診率向上
> BCG接種率の向上

回 他の自治体   ヽ
> 接触者健康診断の実施
> 治療継続のための協力

人材の育成

□ 結核の予防、治療に関わる人材の育

成

人権の尊重

□ 個人情報保護への配慮

□ 結核に対する偏見 。差別の解消

□ 説明と同意に基づいた医療の実施

□ 関係法令の遵守

新しい結核対策の推進



付録 結核管理図とその用い方 (平成 18年 )
■概略

都道府県別の結核管理図では,別紙のような 36個の指標が用いられています。

管理図では,指標値が全国と比較して好ましくない方向に偏る場合に,右に棒が突出するよ

うに決 め て い ます 。 大 部 分 の指 標 値 で は そ の 値 が 大 き い ほ ど好 ま しくな く ,

(13),(14),(15),(16),(18),(19),(25),(29)の 指標は,逆に値が大きいほど好ましいと考えら

れる場合が多く,管理図の棒の方向は基準化偏差値の符号とは逆になるようにしています。な

お (7)の指標に関しては上のような一般的な良否の価値づけが難 しいので,現状では (6)と

逆相関するとい う便宜上の理由によつて棒の方向を(6)と 逆になるようにしています。

■まん延状況,年齢の偏 り,肺外結核
。(1)～ (5)は結核のまん廷状況を示す指標 (すべて人口 10万対 )。
・ (6),(7)は年齢に関する指標。 (6)は新登録患者総数のうち 30～ 59歳の割合,(7)は 60

歳以上の割合。
。(8)は ,新登録患者総数のうち肺外結核の者の割合。
[参考 ]

・平成 15年以前の結核管理図には,(6)はマル初 (予防投薬)者数の全年齢人口 10万対の率が

記載されていました。マル初対象者は 29歳までですが,人 日はまん延状況の指標と同じ全年

齢の総人口を用いています。平成 19年度以降は法改正により年齢にかかわらず潜在性結核感

染者として治療の対象 とされています。

■発見の遅れ,発見方法
。(9)～ (11)は発見の遅れに関する指標。

新登録肺結核有症状者について,(9)はそのうち発病から初診までの期間が 2カ 月以上の者
の割合,(10)は初診から登録までの期間が 1カ月以上の者の割合,(11)は (9)と (10)の合計期

間で発病から登録までの期間が 3カ月以上の者の割合。 (9)～ (11)のそれぞれで期間が不明

の者については,分母から除いています。
。(12)～ (14)は発見方法に関する指標。

それぞれ新登録肺結核患者について,(12)は医療機関受診発見者の割合,(13)は接触者健

診発見者の割合,(14)は新登録患者 1名 当たり接触者健診実施数。
■診  断
。(15)～ (18)は診断の内容・精度に関する指標。

これらの指標の反映する内容に応 じて (15)と (16),(17)と (18)の 2群に分けています。 (15)

は新登録肺結核中菌陽性の者の割合,(16)は新登録肺結核中喀疾塗抹陽性の者の割合で,と

もに菌所見を重視した診断が行われている程度を示しますが,特に(16)は感染の危険が高い

患者の発生の程度も反映していると言えます。(17)は新登録肺結核中再治療の者の割合。治

療歴が不明の場合は初回治療として取り扱われることに注意する必要があります。(18)は新

登録肺結核再治療中菌陽性の者の割合。再発という診断の場合は排菌 していることが重視さ

れますので,再発診断の精度をみる指標 となります。
■治  療
。(19)～ (27)は治療に関する指標。

それらの内容に応 じて (19),(20)～ (23),(24)～ (27)の 3群に分けています。(19)は新登録喀

痰塗抹陽性肺結核初回治療患者のうち登録時に PZAを含む 4剤の標準化学療法を受けた者の

割合であり,初期強化療法の普及の程度をみる指標となりえます。 (20)は年末現在活動性肺
結核患者のうち現在 INH・ RFPを含まない化学療法を受けている者の割合ですが、これには次

の INH単独療法の者も含まれますので、耐性菌などの発現により標準化学療法が実施できな

くなった可能性の大きさをこの指標から類推し:

引く必要があります。 (21)は年末現在活動性肺糸

る者の割合ですが,こ の割合の大きいところは老
ます。 (22)は平均全結核治療期間であり,年末 |
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録数で除して推計 し,単位を月とするために 12を乗じたものです。(23)は年末現在活動性結
核患者の うち 2年以上治療 している者の割合であり,これも (22)と 同じく長期治療をみる指
標です。 (25)～ (27)は ,コ ホー ト法による治療成績を示す指標ですが,治療経過に関する情
報入力 (特に菌所見)が十分に行われていない登録者 (コ ホー ト情報不明者)を除いて計算さ
れています。 (24)に示すコホー ト情報不明の割合を考慮しながら(25)～ (27)の指標を観察し
てください。

■入院
・ (28)～ (30)は入院に関する指標。

それらの内容に応 じて (28),(29)と (30)の 2群に分けて示しています。(28)は平均肺結核入院
期間です。年末現在活動性肺結核患者で現在の受療状況が入院の者の数を,新登録肺結核患
者で登録時の受療状況が入院の者の数で除して,単位を月とするために 12を乗 じたものです。
(29)は新登録肺結核菌陽性患者のうち登録時の受療状況が入院であった者の割合,(30)は新
登録肺結核菌陰性 。その他のうち登録時の受療状況が入院であった者の割合です。
■患者情報管理,そ の他
・ (31)～ (35)は患者情報と患者管理に関連する指標。

それらの内容に応 じて,(31)と (32),(33),(34),(35)の 4群に分けて示しています。 (31)
は発見の遅れに関する指標値 (11)の計算で,分母からあらかじめ除かれた発病から登録まで
の期間が不明の者の割合です。登録時期は不明ということはないので,これは発病の時期が
不明を指 します。(32)は登録時肺結核の培養検査結果が未把握の者の割合です。未把握には ,
検査中,検査未実施,不明を含むが,圧倒的に検査中の者が多い。 (33)は年末総登録者のう
ち病状不明 (1年間に病状に関する情報が一度もなし)の者の割合,(34)は年末現在活動性肺
結核患者のうち受療状況が治療なしの者の割合,(35)は年末総登録者のうち登録後 3年以上
経過 している者の割合です。そして (36)は ,年末現在活動性結核患者のうち生活保護を受け
ている者の割合です。

■島根県の概要

□まん延状況、年齢の偏り、肺外結核

結核罹患率など(1)～ (4)は概ね全国平均より低い数値となっており、まん延状況を示す指標
は比較的良好であると言えます。結核死亡率が高い (5)こ と、患者に占める高齢者の割合が多
い (7)こ とが特徴です。

□発見の遅れ、発見方法

結核の自覚症状がでて (発病)から登録されるまで 3ヶ 月以上かかった割合は全国平均と比
較 して少なく (11)、 発病から受診、診断というプロセスは良好に働いていると考えられます。
□診断

新登録肺結核患者中、菌所見 (塗抹・培養・遺伝子検査等)陽性割合は全国平均に比べて高
い (15)ので、島根県では菌所見を重視 した結核診断が行われていることが分かります。 1
□治療

島根県における標準治療の実施状況は非常に良好であると言えます。治療が短期間に確実に
行われており(22)、 長期間治療が必要な患者も少ない (23)こ とが分かります。初回治療者の
コホー ト中治療成功割合は全国平均と比べて低い (25)ですが、これは死亡割合が高いことも
一因 (26)です。

□入院

平均肺結核入院期間は全国と比較して短期間 (28)であり、早期発見と確実な治療が行われて
いる結果といえるでしょう。また菌陰性他の入院割合が低い (30)と いうことは、結核を発病
しても他の人にうつす可能性のない

ています。

はなく外来治療を行つていることを示 し

□患者情報管理、その他

患者情報管理 (31)～ (35)は、保健所が医療機関と患者の協力を得ながら情報を収集し、療養
状況を1握 している軸 ぃ議す

がヽ適切な情報の管理が必要です。
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結核管理図   平成18年
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結核対策の目標一覧図

結核罹患率 19,9→ 15.0(人口10万対)

接触者健康診断の徹底 早期発見の推進

接触者健診受診率 100%

2週間以内の患者対応 100%
> 対象者の確実な把握

□ 発見の遅れ 10%以下

□ 受診の遅れ 10%以下

> 結核知識の啓発
□ 診断の遅れ 10%以下

> 医師に対する研修など情報提供
適正医療の普及

標準化学療法 (4剤 )処方 70%以上

肺結核患者の平均入院期間 2.5ヶ 月

全結核患者の平均治療期間 8ヶ 月

□

□

□
院内感染・施設内感染防止

二次感染防止対策の推進

> 職員の定期健診受診勧奨
> 職員採用時の健康診断実施
> 院内感染対策の充実
入院・入所者の結核早期診断

入所者の定期健診受診率 95%

> 患者発生時の連携体制構築

患者管理の徹底

□ 地域 DOTSの推進
国 入院中の DOTSの実施 100%

□ 退院前DOTSカ ンファレンスの実施 100%

□ 新規登録喀痰塗抹陽性肺結核患者の

初回治療成功割合 80%

□ 新規登録喀痰塗抹陽性肺結核患者の

治療失敗、脱落割合 5%以下
定期の健康診断・予防接種

□ 65歳以上の定期の健診受診率 80%

□ 職域の定期の健診受診率 95%

□ 精密検査受診率 100%

□ BCG接種率 :生後6月時点90%。 1歳時点
> 接種技術の向上      ■

'> コッホ現象の確実な把握

結核発生動向調査の精度向上

□ 喀痰塗抹陽性患者の初回治療コホー

ト対象者で情報不明割合 0%
□ 年末時点における登録患者の病状不

明の割合 3%以下
□ 発生動向調査担当者の研修 (県と保健所による)関係機関との連携

□ 医師会

> 講習会及び情報提供
□ 医療機関

> 情報交換の円滑化
□ 学校

> 連携強化し、保健所は患者発生
時の対策に中心的役割を担 う

□ 市町村             響

> 定期の健康診断受診率向上  ::
> BCG接種率の向上

回 他の自治体

> 接触者健康診断の実施
> 治療継続のための協力

人材の育成

□ 結核の予防、治療に関わる人材の育

成

□ 個人情報保護への配慮

□ 結核に対する偏見・差別の解消

□ 説明と同意に基づいた医療の実施

□ 関係法令の遵守

新しい結核対策の推進




